
事　業　評　価　シ　ー　ト 総合計画推進事業465110

465110 総合計画推進事業

未来志向　柔軟な発想　確かな行政経営

戦略経営

政策課題への機動的対応

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民全般（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市政運営の基本である第四次座間市総合計画(平成23年度～平成32年度)の見直しを次のとおり行う。　1　社
会状況、財政状況、政策・施策別の現状と課題等の整理の基礎調査の実施　2　第四次座間市総合計画の市民
参加による中間総括　3　庁内会議、地域説明会、審議会等の開催　4　計画書作成

・手段（市が実際に行う事業の内容）

・市民参加

見直し検討会議等開催回数 9 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

企画政策課企画財政部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 26 年度 平成 38 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

見直し検討会議等開催回数

4 - -26 (決算) 4 - -44.40 - -

9 - -27 (予算) - - -100.00 - -

0 - -28 (計画) - - -0.00 - -

0 - -29 (計画) - - -0.00 - -

3 - -30 (計画) - - -33.30 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 総合計画推進事業465110
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「第四次座間市総合計画(平成23年度～平成32年度）を中心とし、行政評価・予算編成・組織編成・定員管理を
含む時代の変化に対応できる柔軟な意思決定の下、経営資源を有効的かつ総合的に活用した行政経営に伴う市
民サービスの提供」の実現のため、近年の社会経済情勢の急激な変化に対応し、総合計画の適時性を確保すべ
く５年をめどに見直しを行う。

・意図（どういう状態にしたいのか）

第五次座間市総合計画策定時の市民参加手法の検討が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
社会情勢に対応した施策の追加修正。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-26 (決算) --

-27 (予算) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

33 116726 (決算) 2,515 02,548 -

1,415 123327 (予算) 2,658 04,073 -

0 028 (計画) 1 01 -

0 029 (計画) 1 01 -

12,647 030 (計画) 1 012,648 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 総合計画推進事業465110

○必要性について

施策（事業）の目的が市民や社会のニーズにかなっている（た）か

事業対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か

役割分担からみて市が行う必要があるか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得られている（た）か

他市と比べてコストはどうか

コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

施策目標達成への貢献度はどうか

成果を向上させる余地はあるか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

成果を向上させる余地は多少ある。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（5点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｃ（5点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 総合計画推進事業465110

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
9
10

市政運営の基本である第四次座間市総合計画に構成される基本
構想、実施計画、戦略プロジェクトにより、市の政策全体を総合的に
推進する根幹事業であり、必要性は極めて高い。

10
10
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
7
7

第四次座間市総合計画を中心として、行政評価・予算編成・組織を
連動させ、時代の変化に対応した柔軟で機動性の高い意思決定と
実践力のもと、経営資源を有効かつ総合的に活用した行政経営を
目指している。より効果的な進行管理が必要となる。

8
7
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
5

市民との協働による住みよいまちづくりを進め、各個別事業をより効
果的・効率的に展開するよう本事業で総合的に進行管理、調整し、
着実な推進を図ることで、より有効性を高めることを目指している。

9
5

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
9

市政運営の基本である第四次座間市総合計画に構成される基本
構想、実施計画、戦略プロジェクトにより、市の政策全体を総合的
に推進する根幹事業であり、公平性は保たれている。

10
9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
5

各施策の評価に基づいた積極的な改善を図り、簡素・効率化を追
求しつつも市民サービスの質の充実に重点を置いた行政経営を展
開するため、優先度は極めて高い。

10
5

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・

A ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

市の政策全体を総合的に推進する根幹事業であり、行政評価、予算編成、組織を連動させること
により、効果的、効率的な行政経営を図っている。必要性、優先性は極めて高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト ざまりん活用推進事業465131

465131 ざまりん活用推進事業

未来志向　柔軟な発想　確かな行政経営

戦略経営

政策課題への機動的対応

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民全般（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市や市民団体等が実施する様々な事業で活用することで、イベントを盛り上げるとともに、市民総ぐるみでざ
まりんとともに市の知名度を向上させ、郷土への愛着心を高め、地域活性化が進むという好循環を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

・市民参加

着ぐるみの貸出件数 250 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

企画政策課企画財政部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 26 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

着ぐるみの貸出件数

214 - -26 (決算) 214 - -85.60 - -

130 - -27 (予算) - - -52.00 - -

150 - -28 (計画) - - -60.00 - -

180 - -29 (計画) - - -72.00 - -

200 - -30 (計画) - - -80.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト ざまりん活用推進事業465131

0
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A B C コスト度合

成果度合

 

市のＰＲを中心として、広報、宣伝活動などのシティセールスに広く活用することで、経済効果や地域の活性
化を目的とする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

今後は行政主導ではなく、市民団体や民間企業でのざまりんの活用を推進し、市内外に発信していく。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
ざまりんが誕生して２年が経過し、市民に深く浸透
するとともに、市内外を問わず、愛着を持たれるよ
うになった。今後はさらにそのポテンシャルを利用
し、市民、企業総ぐるみで、ざまりんとともに市の
知名度を向上させ、郷土への愛着心を高めるととも
に、地域活性化が進むという好循環を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-26 (決算) --

-27 (予算) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,147 120026 (決算) 2,587 05,734 -

3,952 80027 (予算) 1,725 05,677 -

7,148 80028 (計画) 1,725 08,873 -

4,762 80029 (計画) 1,725 06,487 -

6,746 80030 (計画) 1,725 08,471 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト ざまりん活用推進事業465131

○必要性について

施策（事業）の目的が市民や社会のニーズにかなっている（た）か

事業対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か

役割分担からみて市が行う必要があるか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得られている（た）か

他市と比べてコストはどうか

コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

施策目標達成への貢献度はどうか

成果を向上させる余地はあるか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

成果を向上させる余地は多少ある。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（5点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト ざまりん活用推進事業465131

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

市のＰＲを中心として、広報・宣伝活動などのシティプロモーション
に「ざまりん」を広く活用することで、市の認知度も向上し、座間に住
んでみたい、住み続けたい人を増やすため、必要性は高い。

8
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

市や民間企業、各種団体が実施する様々な事業で「ざまりん」を活
用することで、イベントを盛り上げるとともに、市の知名度を向上さ
せ、郷土への愛着、地域活性化が進むという好循環を図ることがで
きる。

8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

「ざまりん」を介して情報発信をすることで、人々の関心度が高くなり
有効性が高い。また、市民との協働、団体・民間での活用などで幅
広い周知が可能となり、シティプロモーションが有効に行われる。

8
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

8
8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
6

観光・文化・産業・人など市の地域資源を積極的に市内外へ発信
するための「ざまりん」の活用は、行政に限らず個人、民間企業、各
種団体も含めた担い手としての役割が大きく、優先度は高い。

7
4

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
Ｄ ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 6Ｃ ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

シティプロモーションの推進に当たり、「ざまりん」を広く活用することで、郷土愛の醸成、地
域の活性化が望め、有効性が高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 行政評価システム推進事業465201

465201 行政評価システム推進事業

未来志向　柔軟な発想　確かな行政経営

戦略経営

行政評価の活用

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市行政

市民全般（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

１.行政評価システムの推進体制の整備及び運営　２.行政評価に関する職員研修の実施　３.事業評価の実施
　４.施策評価の内部評価の実施　５.施策評価の外部評価（専門家・市民アンケート）の実施　６.評価内容
の公表・周知

・手段（市が実際に行う事業の内容）

・市民参加

市民の戦略経営関心度（％） 72 ％

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

企画政策課企画財政部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 26 年度 平成 31 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１４年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

市民の戦略経営関心度（％）

44.4 - -26 (決算) 44.4 - -61.40 - -

50 - -27 (予算) - - -69.20 - -

54.5 - -28 (計画) - - -75.40 - -

59 - -29 (計画) - - -81.60 - -

63.5 - -30 (計画) - - -87.80 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 行政評価システム推進事業465201

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

１.政策、施策、事業の改善２.市民へのアカウンタビリティ3.職員の意識改革を主な目的とし、限られた行政
資源「ひと」「もの」「かね」を有効配分するとともに、情報の有効活用を目指す。

・意図（どういう状態にしたいのか）

１.行政評価の成果（予算等への反映）　２.職員の意識改革（職員研修等）の実施　３.施策評価書のスリム化

・事業実施上の検討課題

成果指標

施策評価書のまちづくり指標達成状
況（％）

成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式 まちづくり指標達成状況（順調＋や
や順調）÷全体指標数×100

※H24:35.6％～H25:36.7％の伸率

目標値 44.4

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
研修等を充実させて、職員の目的意識の向上を図る
とともに、より効果的な総合行政運営システムを目
指してレベルアップを図っていく。
各事業の成果向上に向け、改めて指標の見直しを行
う。
（改善点）
平成26年度は外部評価を実施し、評価内容を事業担
当に投げ返すことにより成果向上を図った。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

33.326 (決算) 33.375.00

38.927 (予算) -87.60

4028 (計画) -90.10

41.129 (計画) -92.60

42.230 (計画) -95.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,524 277026 (決算) 5,970 09,494 -

110 241027 (予算) 5,194 05,304 -

3,854 277028 (計画) 5,970 09,824 -

105 241029 (計画) 5,194 05,299 -

4,840 277030 (計画) 5,970 010,810 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 行政評価システム推進事業465201

○必要性について

施策（事業）の目的が市民や社会のニーズにかなっている（た）か

事業対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か

役割分担からみて市が行う必要があるか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得られている（た）か

他市と比べてコストはどうか

コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

施策目標達成への貢献度はどうか

成果を向上させる余地はあるか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

成果を向上させる余地はほとんどない。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 行政評価システム推進事業465201

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

行政評価は、第四次座間市総合計画の着実な推進を図るための進
捗管理ツールであり、各施策の実施計画、予算へ的確に反映させ
る必要がある。

9
9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

10
10
10

システムの効率化を目指すことが必要であり、特に総合計画及び行
政改革の推進に効率的に活用する。 10

10
10

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

職員の仕事に対する姿勢や仕事のもつ目的（意味）に対して、自ら
の役割を理解することができ職員としての責任と自覚がうまれ、更な
る意識改革に努めることができる。

9
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

事業の公平性を確認し効率的、効果的な行革を推進するひとつの
方法、さらに、その徹底を期す必要がある。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

行政評価は、第四次座間市総合計画の着実な推進を図るための
進捗管理ツールであり、優先性は高い。 9

6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

A ・
A ・

A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 8B ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

総合計画の着実な推進を図るための進捗管理ツールとして有効に機能しているシステムであり、
効率性は極めて高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 職員提案制度事業465304

465304 職員提案制度事業

未来志向　柔軟な発想　確かな行政経営

戦略経営

行政改革の推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

職員

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

１　職員提案強化月間（５、１０月）を実施（募集は随時）する。２　職員提案審査会を開催し、提案者への
講評及び褒賞を決定する。３　提案に基づく市長指示を各担当へ行い、その進捗管理をする。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

・市民参加

職員提案率（％） 7 ％

年間職員提案数（件） 55 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

企画政策課企画財政部

市

座間市職員の提案に関する規程

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 26 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５９年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

職員提案率（％） 年間職員提案数（件）

6.68 53 -26 (決算) 6.68 53 -92.40 96.40 -

6.97 55 -27 (予算) - - -96.40 100.00 -

7.03 55 -28 (計画) - - -97.20 100.00 -

7.08 55 -29 (計画) - - -97.90 100.00 -

7.13 55 -30 (計画) - - -98.60 100.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 職員提案制度事業465304

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

１　職員の業務改善意識の向上　２　各職場における業務改善の恒常化　３　職員の政策形成能力の向上
　４　市民サービスの向上　５　市の収入の増加及び経費の削減

・意図（どういう状態にしたいのか）

平成２６年度は、随時募集と５月、１０月に実施した強化月間を含めて、計５３件の提案があった。平成２７
年度は褒賞を見直したが、更なる提案内容の向上に向け、広く募集を行うとともに年間を通じて周知を継続す
る必要がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

職員提案年間採用数（件）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式 提案内容の質の向上に取り組み、
H23実績（8件）とH24実績（7件）の
平均の約2倍を設定

目標値 15

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
職員提案数の増加のみではなく、効率的な行政運営
に資する提案が増えることが望ましい。また、審査
会を経て採用された提案については、市民サービス
と職員のモチベーション向上につながることから積
極的にＰＲしたい。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市職員の提案に関する規程

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

426 (決算) 426.70

1527 (予算) -100.00

1528 (計画) -100.00

1529 (計画) -100.00

1530 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

21 134726 (決算) 2,903 02,924 -

315 134727 (予算) 2,903 03,218 -

312 134728 (計画) 2,903 03,215 -

312 134729 (計画) 2,903 03,215 -

312 134730 (計画) 2,903 03,215 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 職員提案制度事業465304

○必要性について

施策（事業）の目的が市民や社会のニーズにかなっている（た）か

事業対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か

役割分担からみて市が行う必要があるか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得られている（た）か

他市と比べてコストはどうか

コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

施策目標達成への貢献度はどうか

成果を向上させる余地はあるか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

一定の効果がある。

効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

成果を向上させる余地は多少ある。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

Ｃ（5点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 職員提案制度事業465304

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
7
7

職員が市行政の政策形成、執行等について建設的な意見の提案
を行うことを奨励し、これを採用することにより、効率的な行政運営
及び市民サービスの向上につながる。

7
7
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

6
6
5

職員個々の業務改善意識が向上することで、各職場での業務改善
が効率的に行われる。 6

6
5

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
6

各職場や職員個々の業務改善意識、政策形成能力の向上を図り、
建設的な意見の提案を効率的な行政運営及び市民サービスの向
上につなげる必要がある。

7
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

－
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
6

職員からの建設的な提案により事務改善を図り、市民サービスの向
上につなげる必要があり、優先性は高い。 7

6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

Ｃ ・
Ｃ ・
Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

－
－

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 A ・ --9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

職員個々の業務改善意識が向上することにより、効率的な行政運営及び市民サービスの向上が望
め有効な事業である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト ファシリティマネジメント推進
事業

465504

465504 ファシリティマネジメント推進事業

未来志向　柔軟な発想　確かな行政経営

戦略経営

ファシリティマネジメントの推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市の公共施設の維持、管理方針を定めた座間市公共施設利活用指針に、都市インフラの整備計画を加えた
（仮）座間市アセットマネジメント基本方針を策定する。その後、（仮）座間市公共施設再整備計画の策定を
行う。

  1年目（平成27年度）　　（仮）座間市アセットマネジメント基本方針の策定
2･3年目（平成28･29年度） （仮）座間市公共施設再整備計画の調査・研究

・手段（市が実際に行う事業の内容）

・市民参加

（仮）座間市アセットマネジメント基本方針策定 1 式

（仮）座間市公共施設再整備計画策定 1 式

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

特定政策推進室特定政策推進室

市事業主体 単独補助単独 新規新規・継続

平成 26 年度 平成 30 年度計画期間 ～企画段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

（仮）座間市アセットマネジメント
基本方針策定

（仮）座間市公共施設再整備計
画策定

0 0 -26 (決算) 0 0 -0.00 0.00 -

1 0 -27 (予算) - - -100.00 0.00 -

0 0 -28 (計画) - - -0.00 0.00 -

0 0 -29 (計画) - - -0.00 0.00 -

0 1 -30 (計画) - - -0.00 100.00 -

ファシリティマネジメント推進
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト ファシリティマネジメント推進
事業

465504

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

良好な公共施設サービスを持続的に提供していくために、持続可能な施設水準に再編するとともに、建物自体
の長寿命化を図ることが不可欠であり、身の丈にあった良質な資産として次世代に引き継ぐことを目指して、
維持、管理等の方針及び計画を策定する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

今後の公共施設全体のあり方に関わるため、庁内全体、また、市内全域での調整等が必要。

・事業実施上の検討課題

成果指標

成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
良好な施設サービスを提供するため、持続可能な施
設水準への再編など維持管理費用の削減に取り組
む。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-26 (決算) --

-27 (予算) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

0 026 (決算) 1 01 -

770 027 (予算) 1 0771 -

1,400 028 (計画) 1 01,401 -

1,270 029 (計画) 1 01,271 -

670 030 (計画) 1 0671 -

ファシリティマネジメント推進
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト ファシリティマネジメント推進
事業

465504

○必要性について

施策（事業）の目的が市民や社会のニーズにかなっている（た）か

事業対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か

役割分担からみて市が行う必要があるか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得られている（た）か

他市と比べてコストはどうか

コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

施策目標達成への貢献度はどうか

成果を向上させる余地はあるか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

評価対象外

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

－

視点１

視点２

Ａ（10点）

－

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

ファシリティマネジメント推進
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト ファシリティマネジメント推進
事業

465504

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
10
10

国からの要請もある中、公共施設の老朽化対策は全国的な問題と
なっており、当市としても当然検討すべき課題である。 10

10
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

10
10
10

外部に委託せず、担当職員で計画の策定に取り組んでいる。
10
10
10

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
－

必要な建物を将来に有益な資産として残すために計画の策定が必
要であり、その後の公共施設の再整備にも繋がるものと考える。 10

－

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
－

市全域における計画であり、市の経費削減にも繋がっていく。
10
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

公共施設の再整備を行うための基礎となる計画であり、大幅な計画
の遅延は施設のますますの老朽化、経費の支出に繋がる。 10

10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
－

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
－

A ・
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 10A 点 一次評価： 10A 点 二次評価： 10A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

国からの要請もある中、公共施設の老朽化対策は全国的な問題となっており、当市としても当然
検討すべき課題である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

ファシリティマネジメント推進
事業

4655041176/1188 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 財務会計システム管理運用
事業

475107

475107 財務会計システム管理運用事業

未来志向　柔軟な発想　確かな行政経営

財政運営

効率的・機動的予算事務

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

①システム保守②サーバ機器等の賃貸借

・手段（市が実際に行う事業の内容）

・市民参加

システムの管理運用会議開催数 2 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

財政課企画財政部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 26 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成９年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

システムの管理運用会議開催
数

2 - -26 (決算) 2 - -100.00 - -

2 - -27 (予算) - - -100.00 - -

2 - -28 (計画) - - -100.00 - -

2 - -29 (計画) - - -100.00 - -

2 - -30 (計画) - - -100.00 - -

財務会計システム管理運用
事業

4751071177/1188 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 財務会計システム管理運用
事業

475107

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

システムの継続した安定稼働を行う。
また、さらなる財務会計事務の効率化と迅速化を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

現行ＡＣＣＥＳＳツール業務部分のシステム実装化について検討する。
　

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
十分に機能していないシステム（公有財産・備品シ
ステムなど）については、関係各課と再度協議し、
財務書類システムとのリンクを進める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-26 (決算) --

-27 (予算) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

13,057 27926 (決算) 602 013,659 -

11,329 25527 (予算) 550 011,879 -

11,342 15028 (計画) 324 011,666 -

11,342 15029 (計画) 324 011,666 -

11,342 15030 (計画) 324 011,666 -

財務会計システム管理運用
事業

4751071178/1188 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 財務会計システム管理運用
事業

475107

○必要性について

施策（事業）の目的が市民や社会のニーズにかなっている（た）か

事業対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か

役割分担からみて市が行う必要があるか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得られている（た）か

他市と比べてコストはどうか

コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

施策目標達成への貢献度はどうか

成果を向上させる余地はあるか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

最大限成果が出ており、成果向上の余地はない。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

財務会計システム管理運用
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 財務会計システム管理運用
事業

475107

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
10
10

財政運営の基幹システムであり、必要性は極めて高い。
10
10
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

10
10
10

公会計システムにも対応したシステムであり、高い効率性が配慮さ
れている。 10

10
10

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

財政運営の基幹システムであり、有効性は極めて高い。
－
－

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

必要性と同じ。
10
10

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

財政運営の基幹システムであり、優先性は極めて高い。
10
10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

－
－

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ --

内部評価

10

A
点

平均 A ・ 10A ・9

内部評価

10

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 10A 点 一次評価： 10A 点 二次評価： 10A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

公会計システムにも対応した財政運営の基幹システムであり、必要性は極めて高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

財務会計システム管理運用
事業
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